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　北京市大地律師事務所 /日本部　北京市大地律師事務所 /日本部
　パートナー弁護士 法学博士　熊 琳　パートナー弁護士 法学博士　熊 琳

　第１２３回　中国ＥＣ新時代の到来　電子商取引活動を整備　第１２３回　中国ＥＣ新時代の到来　電子商取引活動を整備
　中国における電子商取引（ＥＣ）活動は、「実務が立法に先行」する形でここ数年間の発展を遂げ、
すでに巨大な市場が形成されていますが、責任の所在が不明確であるという立法上の課題があり、
しばしば紛争も発生しているのが現状です。ＥＣの発展を規範化する目的から、数年にわたる検討を
経た「電子商取引法」が、今年８月３１日に可決され、２０１９年１月１日から施行されることとなりま
した。今回は、日系企業の販売や業務の展開にも重要な影響を与えるものとなるこの法令について、
簡単にご紹介いたします。

　◇日系企業を巻き込んだＥＣ分野の紛争の例
　日系企業の現地法人であるＡ社はある日、消費者Ｂ氏から突然クレームを受けた。中国で広く普及
するＥＣプラットフォームであるＣサイトでＡ社の製品である家庭用化学品を購入し使用したところ、皮
膚アレルギーを発症したため、Ａ社とＣサイトに共同での賠償責任負担を要求するという。
　Ａ社が調査を行ったところ、Ｂ氏が購入した商品は模倣品であることが発覚した。販売者はＣサイ
ト上の個人店舗と判明したものの、個人店舗の経営者にはすでに連絡が取れなくなっていた。この
状況について、Ａ社の顧問弁護士は、責任はＡ社ではなくＣサイトの「管理義務の履行不徹底」にあ
り、Ｃサイトが責任を負うべきだとの結論を出した。交渉の結果、ＣサイトはＢ氏の損失を賠償する
ことに同意し、Ｂ氏からもＡ社に対しそれ以上の要求が提示されることはなかった。

　◇電子商取引法のポイント
１．電子商取引法の適用対象および重要な概念について規定した。
（１）本法の適用対象となるＥＣ活動とは、インターネットを通じて商品の販売またはサービスの提供
を行う各種の経営活動を指すが、金融類商品およびサービス、文化製品のコンテンツ配信サービス
は除くとされ、適用範囲は大変広く設定されている。
（２）ＥＣの実施主体となるＥＣの経営者には、具体的に以下のような複数の状況があり、法的責任
を区分する上で基本的な基準となる。
・ＥＣプラットフォームの経営者：アマゾンなどのように、取引の各当事者にインターネット取引のプラッ
トフォームサービスを提供する経営者。
・プラットフォーム内の経営者：ＥＣプラットフォーム上で実際のＥＣ活動に従事する経営者（店舗）。
・自ら立ち上げたウェブサイトや、その他のネットワークを通じて業務を展開するＥＣ経営者：会社のウェ
ブサイトを使って商品を販売する経営者など。

２．ＥＣ経営者のコンプライアンス義務が全面的に強化された。
・主体・税務登記、行政許可の実施
・セキュリティーや環境保護要求の厳守
・消費者の知る権利、選択権の保障
・市場の支配的地位を乱用した競争の排除、制限の禁止
・個人情報の保護義務
・ＥＣに関するデータ・情報の提供義務（当局が要請した場合）
・越境ＥＣにつき、輸出監督管理規定の順守義務付け



09 October 2018

9B E I J I N G  H U A B E I
JIJI News Bulletin

時事速報B E I J I N G  H U A B E I JIJI News Bulletin

記事の複製・転載を禁じます
http://jijiweb.jiji.com/info/asia_info.html時事通信社

農産物ＥＣサイト「黒竜江大米網」、取引額８６８億円超に農産物ＥＣサイト「黒竜江大米網」、取引額８６８億円超に
　中国黒竜江省の国有企業が２０１６年４月に開設し、運営している農産物電子商取引（ＥＣ）サイト「黒竜
江大米網」は同省産農産物の販売コストを引き下げ、地方の経済成長を促す存在となった。これまでの取
引量は計３３万８６００トン、取引額は５２億７６００万元（約８６８億４０００万円）。新華網が６日伝えた。
　同省は穀物生産をはじめとした農業が盛んなことで知られる。ただ省内各地域の農産物を効率よく販売
ルートに乗せるシステムづくりが遅れていたため、公的なＥＣサイトを活用する戦略を進めてきた。
　黒竜江大米網を通じて販売を行っている企業はこれまでに５９９社、取扱品目は７７３９品となった。同サ
イトを利用することで各社は流通コストが下がり、販売単価を上げることが可能になった。企業の利益はこれ
までに計４億２２００万元増加した。（時事）

黒竜江省の消費者物価、８月に１．７％上昇黒竜江省の消費者物価、８月に１．７％上昇
　中国国家統計局の黒竜江調査総隊はこのほど、今年８月に黒竜江省の消費者物価指数（ＣＰＩ）が前年同
月比で１．７％上昇したことを公表した。１～８月では前年同期比２．１％の上昇。黒竜江日報が６日伝えた。
　８月は食品価格が前年同月比で２．２％上がり、ＣＰＩ上昇率を押し上げた。中でも野菜は１８．２％、鶏卵
は９．８％、果物は９．４％の大幅な値上がりとなった。（時事）

３．経営者のＥＣプラットフォーム管理義務について特に規定した。
・プラットフォーム内の経営者の身分の確認および管理
・プラットフォーム内の経営者の身分情報を定期的に当局へ報告
・プラットフォーム内の違法行為への速やかな対応
・インターネットセキュリティー上の責任
・プラットフォーム取引規則の制定
・知的財産権保護の規則の確立、ＩＰ権利侵害行為への対策を怠ったことにより問題が起きた場合は、
権利侵害者が連帯責任を負う。

４．ＥＣ契約の締結および履行に関する規定が設定された。

５．信用評価制度を確立した。
・ＥＣプラットフォームの経営者によるプラットフォーム内の信用評価制度
・社会信用評価機関が提供するＥＣ評価サービス
・当局によるＥＣ経営者に対する信用管理制度

６．法的責任が加重された。
（１）ＥＣプラットフォームの経営者は、プラットフォーム内の商品が消費者の権益を侵害したと知る
か知るべきであった場合、プラットフォーム内の販売者との連帯責任を負わなければならない。
（２）ＥＣ経営者の違法行為に対し、体系的な行政処分を設定し、最高２００万人民元の制裁金およ
び操業停止・整頓命令を科すとした。

　◇日系企業の対応アドバイス
　電子商取引法による新たな規則体系は、日系企業にとり、悪意の競争相手や競争行為を排除でき
るチャンスとなる一方で、自身が法的義務を適切に順守できるかという課題をもたらすものともなりま
す。このため、電子商取引法の内容を十分に理解し、法執行の動きに注意しながら、弁護士のサポー
トの下で有効な対応策を検討することが、企業の利益を守り長期的に発展していく上で不可欠となる
でしょう。


